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1.瀬戸内市の概要

総面積：125.46㎢

人 口：35,991人
（令和７年７月１日現在）

（瀬戸内市ふるさと納税ポータルサイトより）

⚫牛窓町、邑久町、長船町の合併で平成16年11月に誕生。

⚫岡山県の南東部。岡山市、備前市に接する。

⚫瀬戸内海に面した丘陵地と、島々からなる。

⚫農業・漁業が盛ん。
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1.瀬戸内市の概要

瀬戸内海の牡蠣 牛窓の多島美

平野での稲作・畑作 備前長船刀剣博物館
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令和５年度（2023年度）に改定した瀬戸内市地球温暖化対策実行計画では、
2030年の全公共施設の電気由来CO2排出量をゼロにすること、
2040年には市内全域のCO2排出量をゼロにすることを脱炭素目標として
設定しました。

１.瀬戸内市の脱炭素ロードマップ

2030年2021年 2040年 2050年

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ
宣
言

脱
炭
素
目
標

市全体▲50%
(▲20.25万t)

脱
炭
素
目
標

市全体▲100%
(▲40.5万t)

市外に
超過分の
非化石価値
を融通

当初目標より前倒

重点対策
加速化事業
市民・民間事業者への
再エネ・省エネ導入

2022年 2027～28年

脱炭素先行
地域づくり事業
先行エリアへの
（全公共施設含む）
再エネ・省エネ導入

先行エリアの脱炭素目標

先行エリア▲100％

行政▲100%
(▲0.7万t)

第
2

次
環
境
基
本
計
画

改
訂
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• R3年度に改訂

• 豊かな自然を守りながら、快適な暮らしを両立させるためには、
何を目指し、どう取り組めばいいのか？

2.第2次瀬戸内市環境基本計画の改訂
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2-1.瀬戸内市の環境の目指す姿

市のめざす環境の将来像

豊かな自然と快適な暮らしが調和するまち 瀬戸内市

目指す未来に向けて、十分に取り組めていない分野は、財源が必要
になるものばかり。経済を回す仕組みを考えることで、瀬戸内市に
住んで良かったと思える取組にしていきたい！

➡ 錦海塩田跡地の取組は、まさに成功例だった。
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• 位置：瀬戸内市中央部南寄り

• 面積：約500ヘクタール

2-2.錦海塩田跡地とは

塩業最盛期
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2-2.跡地を活かすために

発電所敷地面積 約260ヘクタール（パネル設置面積：約230ヘクタール）

発電所規模

パネル出力：最大約235MWp
太陽電池パネル：約90万枚を設置
想定平均発電電力量：年間約26万ＭＷh
（一般家庭約8万世帯分の消費電力量に相当）

自然保護措置
希少生物に配慮したパネル配置、環境モニタリング調査の実施、チュウヒの餌
場の創設、チュウヒ営巣期間中の作業時の配慮等

総事業費 約1,100億円
出資企業／
出資額

総額 約200億円
GE・エナジーファイナンシャルサービス、東洋エンジニアリング株式会社
株式会社中電工、くにうみアセットマネジメント株式会社

融資機関／
融資額

総額 約900億円
三菱東京UFJ銀行、みずほ銀行、三井住友銀行を共同幹事とし、中国四
国地方の金融機関も多数参加するシンジケート団による融資

太陽光発電事業を開始

日本
最大級
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延長

400ｍ

水路底幅

40ｍ

延長

約1.6ｋｍ

最大クラスの
津波対策

錦海湾堤防の補強 中央排水路浚渫

排水ポンプ１台増設・非常用発電機新設

安全安心事業 約32億円
事業者が施工し、市に寄付



パネル設置前

10



瀬戸内Kirei太陽光発電所 平成30年10月 発電事業開始

年間 192,000ｔのCO2削減効果

（瀬戸内市の排出量の約半分）
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跡地活用により市が得る貸付料収入を計画的に活用

2-2.太陽のまちプロジェクト

太陽のまち

基金

貸付料
（約20年間）

100.5
億円

跡地維持管理

60.5億円

まちづくり 40億円

【方針１】

地域資源を

活かしたまちづくり

【方針２】

好循環を

もたらすまちづくり

【方針３】

将来につながり、子どもたちがまちに誇りを
持てるまちづくり
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2-2.今まで実施してきたこと

■活力ある学校づくり

35人学級、デジタル教科書の導入

■「まちの玄関」駅前整備

JR３駅の駅前整備

■出産・子育て支援 など

不育治療、スポーツ公園整備、こども医療費無償化

すくすくチャイルドサポート など
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錦海塩田跡地事業の成功を活かし、

瀬戸内市は、

「太陽光発電を軸とした

ゼロカーボンへの取組

（経済×社会×環境）」
をまちづくりの中心に添え、
脱炭素化を推進することとしました。

2-3.瀬戸内市の環境の目指す姿
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2-3.第2次瀬戸内市環境基本計画を改訂

瀬戸内市第2次瀬戸内市環境基本計画（改訂）より

市のめざす環境の将来像 ～太陽と海が織りなす 成長ビジョン～
豊かな自然と快適な暮らしが調和するまち 瀬戸内市
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• 市在住の若手職員を中心としたワークショップにより
環境に拘らない広い視野で環境分野をとらえることができた
→ コンサルに委託しただけではできない

• 職員が考えた計画でなければ、活用しない！
→ ただ、職員だけで考えるのも難しい…

• 国の人材派遣制度（地域活性化起業人制度）を活用

2.環境基本計画の改訂で感じたこと

外部の視点も大切
（他市町村との比較・
市民への説明方法）
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瀬戸内市で（人口３万6千人）何ができるか？

まずは、
「環境基本計画 重点施策①
地産の再生可能エネルギー発電の利活用促進」に取り組む

3.ゼロカーボンシティの実現に向けて
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瀬戸内市のゼロカーボンの実現に向け、

環境省が実施する2つの事業（重点対策加速化事業と脱炭素先行地域づくり事業）に

応募し採択を受けました。

その内、脱炭素先行地域づくり事業では、地域電力会社を立ち上げ、

公共施設や一般家庭の二酸化炭素排出の大半を占める電力のゼロカーボン化を

進めることで、瀬戸内市全体のゼロカーボン化を推進する計画としています。

3.活用した２つの環境省交付金

計画期間：令和4年度～令和9年度

対象地域：瀬戸内市全域

総事業費：39億円

交付金額：8.5億円

重点対策加速化事業
（令和４年5月選定）

計画期間：令和5年度～令和10年度

対象地域：玉津・裳掛地区と市内全公共施設

総事業費：50億円

交付金額：33.8億円

脱炭素先行地域づくり事業
（令和５年4月選定）

地域電力会社の
設立を計画
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3-1.重点対策加速化事業

（家庭用） （事業者用）
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再エネ導入だけではすぐに行き詰まる
地域のために、誰と何をするか

• 農業や漁業にプラスとなる取組ができないか？
• その中でも、自分たちで変えていこうとしている邑久町漁業協同組合から
相談があった。
「牡蠣養殖に使った後の廃棄筏の処理をチップ化したい」

• 廃棄するしかなかった筏をチップ化して熱利用することを検討

• 邑久町漁協は、持続可能な漁業を目指して、世界で初めて
垂下式牡蠣養殖でMSC認証を取得

3-2.脱炭素先行地域に応募するきっかけ



21瀬戸内市

3-2.脱炭素先行地域づくり事業_概要
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脱炭素先行地域の対象エリアは、
玉津地区及び裳掛地区（下記オレンジ色の枠内）、全公共施設等

3-2.脱炭素先行地域づくり事業_先行エリア
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3-2.地域事業者連携について

• 脱炭素先行地域の取組の一つとして、カキ養殖に伴い発生する廃棄イカダを
チップ化し、チップをバイオマス小型炉の燃料として再利用

• 主要な地場産業である漁業に関するアマモ場再生の取組も、漁協組合の協力により、
市民の環境学習の場としても活用
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• 第2次瀬戸内市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）

4.瀬戸内市の区域施策編
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現況推計の基本的考え方

4.瀬戸内市の区域施策編
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2013年と最新年度の二酸化炭素排出量推計結果の比較

4.瀬戸内市の区域施策編
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二酸化炭素排出量の2030年度削減目標

4.瀬戸内市の区域施策編
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4.瀬戸内市の区域施策編
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4.瀬戸内市の区域施策編
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4.瀬戸内市の区域施策編

• 瀬戸内市が実施する取組の体系
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• 目標と取組をまとめると…

4.瀬戸内市の区域施策編
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4.瀬戸内市の区域施策編
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5.取組状況_地域新電力会社の設立

本社 瀬戸内市邑久町尾張39-41

設立 2024年2月

資本金 2,000万円

株主構成

瀬戸内市

邑久町漁業協同組合

株式会社ちゅうぎんエナジー

備前日生信用金庫

85%  1,700万円

5% 100万円

5% 100万円

5% 100万円
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5.取組状況_瀬戸内市民電力を設立した狙い

市外に流出している
電気代金を市内に
還流させる仕組みを
つくること

02

事業収益の一部を
地域に還元することで、
住民生活の向上に
寄与すること

03

燃料価格の変動に
左右されない価格での
電力供給が可能と
なること

05

地域のゼロカーボン
推進の担い手に
なること

01

太陽光パネルと蓄電池を
一体で整備することで、
災害に強い地域づくり

04
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5.取組状況_先行地域（再エネ・省エネ）

2023年度
（R5年度）

2024年度
（R6年度）

2025年度
（R7年度）

2026年度～2028年度
（R8年度～R10年度）

★
瀬戸内
市民電力

㈱
設立

■公共施設へのPPAによる太陽光発電設備の導入
■オフサイトPPAの接続検討

（先行エリアの一般家庭・サービス業を対象としたPPAの実施）

■協力事業者の選定済み
■住民説明会を8月開催予定

小売電気登録

■2025年2月25日に
登録完了

（公共施設と市遊休地へのPPA事業と大型蓄電池の検討）（公共施設PPA実施）

■３施設へPPAによる
太陽光発電設備の導入

（公共施設の電気契約切替）

■高圧施設は概ね6～7月にかけ市民電力に切替済み
■低圧の公共施設も順次切替予定

■電気契約メニューの決定
■住民説明会を8月開催予定

■オンサイト 2.3MW

■オフサイト 7.7MW

■LED １３施設予定
■空調 １０施設予定

■LED ３施設
■空調 ６施設

■LED １施設

（先行エリアの一般家庭・サービス業を対象とした電気契約メニューの提供）

（公共施設の省エネ改修）

①かもめ 102.5kW
②衛生センター 66.43kW
③玉津コミュニティ 7.47kW
蓄電池7.04kＷh

■一般家庭900世帯
■サービス業32施設

■一般家庭30件/年
■サービス業3件/年

2030年度に
向けて
再エネ100％を
目指す

※R9年度まで
期間内、
予算内での
改修実施
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（まとめ）担当者として感じたこと

■小規模自治体での計画策定の実務のポイント
➢ 一から勉強して取り組んだことで、瀬戸内市の目指す環境像を自分事として捉えることが
できた。計画を作るタイミングは３～5年に1回。担当者の想いが残せるチャンス！
ぜひ委託業者任せなどではなく、自分事として取り組んでみてほしいです。

■国の人材派遣事業の活用の留意点
➢ 地域活性化起業人制度を活用し在籍派遣。その人材に何を望むのか明確にすること。
明確にすると、どういった立場で、どのような勤務体系（テレワーク可否etc.）が必要かわかる。

■小規模自治体が脱炭素に向けて何ができるか
➢ 脱炭素の必要性、有用性を市民へ伝えることの難しさを実感。

➢ 人口4万人前後が地域電力会社を運用するには取り掛かりやすいとも言われている。

■庁内連携での反省点
➢ ワークショップ後のまとめや、その後の脱炭素化の動きを共有できていないこと。

■地域事業者連携でのポイント、留意点
➢ 市役所ができることは限られている。地域で意欲ある団体の話しを聞くことが大事。
ただし、公益性を忘れてはならない。

皆の話を聞く事、それを言語化しまとめること
➡方向性が見えてくる
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ご清聴いただき、ありがとうございました。


